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令和９年度地域の文化・芸術活動助成事業 創造プログラム募集要項 

 

１ 趣旨 

 地方公共団体等の自主事業における企画制作能力の向上及び公立文化施設の利活用の推進等を

図るため、地方公共団体等が本プログラムのために新たに自ら企画・制作する公演・展覧会等の

うち、地域の活性化に寄与する長期的な展望を有し、かつ発展的・継続的な事業実施に当たり他

の地域の参考となる顕著な工夫が認められる事業を助成する。 

一般分及び企画制作力向上特別分については、公演・展覧会事業に係る企画制作能力の向上並

びに公立文化施設の利活用の推進等を目的とする。 

地域課題対処特別分については、地域における社会課題の深刻化・顕在化を踏まえ、地方公共

団体等が文化芸術を通じて地域の課題に向き合い、その解決に向けて実施するアウトリーチ、ワ

ークショップ等の事業に関する企画制作能力の向上を目的とする。 

さらに、本事業の成果を広く還元するとともに、文化・芸術の振興を通じて、創造性豊かな地

域づくりの推進を図る。 

 

２ 事業実施者 

 本プログラムを実施する地方公共団体等は、以下のものをいう（以下「地方公共団体等」とい

う。）。 

（１）一般分 

① 地方公共団体（都道府県、市区町村、一部事務組合） 

② 地方自治法第２４４条の２第３項の規定に基づき指定管理者として指定を受け、公の施

設の管理を行う次に掲げる法人その他の団体 

ア 公益財団法人、一般財団法人等のうち、地方公共団体が資本金、基本金その他これらに

準ずるものを２分の１以上出資しているもの（以下「特定指定管理者」という｡） 

イ 上記ア以外の法人その他の団体（以下「一般指定管理者」という｡） 

  ③ 地域における文化・芸術活動の振興に資することを目的として設立された、公益財団法

人、一般財団法人等（②を除く。）のうち、地方公共団体が資本金、基本金その他これらに

準ずるものを２分の１以上出資している法人で一般財団法人地域創造（以下「地域創造」と

いう｡）が特に認めたもの（以下「特定公益法人」という｡） 

④ 地方公共団体、特定指定管理者、特定公益法人が、企画、運営について相当の責任を負

う実行委員会等（以下「実行委員会等」という｡） 

（２）企画制作力向上特別分 

都道府県及び政令指定都市並びに都道府県及び政令指定都市に係る特定指定管理者、一般指

定管理者、特定公益法人、実行委員会等 

（３）地域課題対処特別分 

  （１）の①から④までに掲げる者と同様とする。 

 

３ 事業要件及び事業実施期間 

 本プログラムで助成する事業は、以下の要件を全て満たすものとする。 

（１）一般分 

① [発展性]   

単なる公演・展覧会事業ではなく、長期的な視点を持ち、段階的な発展が見込まれる事業で
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あること。 

なお、計画期間を通じて毎年度同一内容の事業を実施するものや、各年度の事業に関連性が

認められないもの、単年度事業を単に積み重ねたに過ぎないものは対象としない。また、公演

数や出演者数の単純な増加のみをもって発展性があるとは認められない。 

② [自主性]  

地方公共団体等が主体的に企画し、制作・実施する事業であること（NPO等との連携（委

託または実行委員会等への参画等）を含む。）。 

なお、企画・制作会社やプロモーター等から持ち込まれた企画または作品は、対象とし

ない。 

③ [地域交流]  

公演・展覧会とは別に、アーティスト等による学校や福祉施設等でのアウトリーチや、

公募型ワークショップなどの「地域交流プログラム」を実施すること。 

ア 次に掲げるような場合は、たとえ地域住民が参加していたとしても、交流とは認め

られないため留意すること。 

・ 一方向的な情報提供を主とするシンポジウム、セミナー、講演会等 

・ 場内整理やチケットもぎり等、運営補助としてのボランティア活動への従事にと

どまるもの 

イ 事業概要（別記様式１－４、別記様式１－５）の「地域交流」欄における「その

他」の例としては、一定期間実施するワークショップの成果を踏まえ、市民参加型の

公演事業を実施する場合などが考えられる。 

④ [継続性]  

事業が一過性の催事に終わることなく、その後の継承・展開について具体性を有するも

のであること。 

なお、文化･芸術活動の振興条例等、長期的な展望を有する事業計画に基づく場合には、

その旨を併せて記入すること。 

  ⑤ [モデル性]  

事業内容や事業制作手法において、他の地域の参考となるような工夫があること。 

⑥ [新規性］ 

地方公共団体等が、申請に当たり、これまで実施していなかった事業、または既存事業

の一部に新たな企画を加え、制作・実施する事業については、当該企画が、実施者にとっ

て経験が不足している分野・ジャンル・企画形態に係る企画制作力の向上に資するもの、

またはこれまで来場もしくは参加が少なかった層への新たなアプローチを試みるものであ

るなど、新規性を有するものであること（単なる形式的な変更にとどまるものは含まな

い）。 

なお、過去に類似の事業を実施している場合は、従前の事業との相違点を明確にした上

で、新規性について具体的に記入すること。 

⑦ [会場]  

公演・展覧会は、原則として助成申請を行う地方公共団体等の区域内に所在する公立文

化施設を会場とすること。ただし、以下の場合において、当該公立文化施設以外の施設・

場所での実施が最適であると地域創造が認めた場合は、この限りでない。 

・ 申請団体の区域内に公立文化施設が存在しない場合 

・ 申請団体の区域内の公立文化施設での開催が不可能である場合 
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⑧ [入場料]  

公演・展覧会等の開催に際しては、適正な額の入場料・参加料等を徴収すること。ただ

し、地域伝統芸能に関する事業については、必ずしも入場料・参加料等の徴収を要しな

い。 

なお、チャリティーを目的とする事業や、助成期間を通じて参加料無料のワークショッ

プ等のみを実施する事業は対象としない。また、入場料が著しく低廉なもの、または無料

招待の割合が著しく高いものは、適正とは認められないため留意すること。 

なお、ここでいう地域伝統芸能とは、当該地域において保存・継承の必要が認められる

伝統芸能等を指し、国指定文化財に該当するものは含まない。 

 

（２）企画制作力向上特別分 

  ① [企画制作力向上] 

本事業の実施により、事業実施者の自主事業における企画制作力の一層の向上が図られ

るとともに、他地域の公立文化施設等に対して波及効果をもたらすものであること。 

なお、本事業の実施を通じて、企画制作力のどのような点が向上するのかについて、そ

の具体的内容並びにそれを実現するための取組や工夫を明確に記入すること。 

また、過去３年以内に同一の事業実施者が企画制作力向上特別分の助成を受けている場

合は、過年度の実施内容を踏まえ、特に工夫した点についても併せて記入すること。 

さらに、本事業による成果について、周辺地域の公立文化施設等に対し、どのような手

法・手段により波及させていくのかを具体的に記入すること。 

  ② [自主性] 

地方公共団体等が主体的に企画し、制作・実施する事業であること（NPO等との連携（委

託または実行委員会等への参画等）を含む。）。 

なお、企画・制作会社やプロモーター等から持ち込まれた企画または作品は、対象とし

ない。 

  ③ [地域交流] 

公演・展覧会とは別に、アーティスト等による学校や福祉施設等でのアウトリーチや、

公募型ワークショップなどの「地域交流プログラム」を実施すること。 

ア 次に掲げるような場合は、たとえ地域住民が参加していたとしても、交流とは認め

られないため留意すること。 

・ 一方向的な情報提供を主とするシンポジウム、セミナー、講演会等 

・ 場内整理やチケットもぎり等、運営補助としてのボランティア活動への従事にと

どまるもの 

イ 事業概要（別記様式１－４、別記様式１－５）の「地域交流」欄における「その

他」の例としては、一定期間実施するワークショップの成果を踏まえ、市民参加型の

公演事業を実施する場合などが考えられる。 

  ④ [継続性] 

事業が一過性の催事に終わることなく、その後の継承・展開について具体性を有するも

のであること。 

なお、地域における文化･芸術活動の振興条例等、長期的な展望を有する事業計画に基づ

く場合には、その旨を併せて記入すること。 
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  ⑤ [モデル性]  

事業内容や事業制作手法において、他の地域の参考となるような工夫があること。 

⑥ [新規性］ 

地方公共団体等が、申請に当たり、これまで実施していなかった事業、または既存事業

の一部に新たな企画を加え、制作・実施する事業については、当該企画が、実施者にとっ

て経験が不足している分野・ジャンル・企画形態に係る企画制作力の向上に資するもの、

またはこれまで来場もしくは参加が少なかった層への新たなアプローチを試みるものであ

るなど、新規性を有するものであること（単なる形式的な変更にとどまるものは含まな

い）。 

なお、過去に類似の事業を実施している場合は、従前の事業との相違点を明確にした上

で、新規性について具体的に記入すること。 

  ⑦ [会場] 

公演・展覧会は、原則として助成申請を行う地方公共団体等の区域内に所在する公立文

化施設を会場とすること。ただし、以下の場合において、当該公立文化施設以外の施設・

場所での実施が最適であると地域創造が認めた場合は、この限りでない。 

・ 申請団体の区域内に公立文化施設が存在しない場合 

・ 申請団体の区域内の公立文化施設での開催が不可能である場合 

  ⑧ [入場料] 

公演・展覧会等の開催に際しては、適正な額の入場料・参加料等を徴収すること。 

なお、チャリティーを目的とする事業や、助成期間を通じて参加料無料のワークショッ

プ等のみを実施する事業は対象としない。また、入場料が著しく低廉なもの、または無料

招待の割合が著しく高いものは、適正とは認められないため留意すること。 

 

（３）地域課題対処特別分 

  ① [地域課題] 

文化芸術を通じて地域の課題（社会包摂を含む。）に向き合い、その解決に取り組むア

ウトリーチやワークショップ等を実施する事業であること。 

例えば、以下のような取組をいう。 

    ・少子化・子育て支援や、未来を担う人材育成に関する取組 

    ・社会包摂や多文化共生の促進に資する取組 

    ・地域の文化資源の保存・活用を通じた地域活性化に関する取組 

    なお、公立文化施設を会場とする公演・展覧会事業の実施は必ずしも要しない。地域の

課題に応じて、適切な会場を選択できるものとする。 

  ② [発展性] 

    地域の課題の解決に向けて長期的な視点を持ち、段階的な発展が見込まれる事業である

こと。 

  ③ [自主性] 

地方公共団体等が主体的に企画し、制作・実施する事業であること（NPO等との連携 

（委託または実行委員会等への参画等）を含む。）。 

なお、企画・制作会社やプロモーター等から持ち込まれた企画または作品は、対象とし

ない。 
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  ④ [継続性] 

事業が一過性の催事に終わることなく、その後の継承・展開について具体性を有するも

のであること。 

なお、地域における文化･芸術活動の振興条例等、長期的な展望を有する事業計画 に基

づく場合には、その旨を併せて記入すること。 

  ⑤ [モデル性]  

    事業内容や事業制作手法において、他の地域の参考となるような工夫があること。 

⑥ [新規性］ 

地方公共団体等が、申請に当たり、これまで実施していなかった事業、または既存事業

の一部に新たな企画を加え、制作・実施する事業については、当該企画が、実施者にとっ

て経験が不足している分野・ジャンル・企画形態に係る企画制作力の向上に資するもの、

またはこれまで来場もしくは参加が少なかった層への新たなアプローチを試みるものであ

るなど、新規性を有するものであること（単なる形式的な変更にとどまるものは含まな

い）。 

なお、過去に類似の事業を実施している場合は、従前の事業との相違点を明確にした上

で、新規性について具体的に記入すること。 

  ⑦ [地域性] 

地域の文化・芸術の振興に資する事業であること。 

なお、単に地域外からアーティスト等を招聘し事業を実施するのみのものは、対象とし

ない。 

 

（４）対象分野 

  助成対象となる芸術分野は、次に掲げるとおりとする。 

① 音楽分野（クラシック、邦楽など） 

② 演劇・ダンス分野（演劇、ミュージカル、バレエなど） 

③ 伝統芸能分野（能､狂言､歌舞伎などの古典芸能のほか、地域で伝承されている芸能な 

ど） 

④ 美術分野（絵画、彫刻・工芸、写真など） 

⑤ その他（地方公共団体等が制作に関与した映像作品の巡回上映等。ただし自然科学分野

は対象としない。） 

 

（５）事業実施期間 

令和９年４月１日から令和１０年３月３１日までとする。助成期間が複数年度にわたる計画

であっても、今回の申請対象となるのは、当該年度内に完了する部分に限る。 

 

４ 助成措置 

（１）助成対象期間 

① 一般分及び地域課題対処特別分 

助成決定初年度を含め、２か年または３か年とし、各年度の申請内容を審査のうえ決定

する。 

② 企画制作力向上特別分 

１年間とする。 
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（２）助成額 

助成額は、次の算式により算出された額と助成上限額とを比較し、いずれか少ない額を基本

として、予算の範囲内で決定する。 

【助成額】（助成対象事業経費－入場料等収入）×１／２ 

【助成上限額】 

一般分及び企画制作力向上特別分：１，０００万円 

 地域課題対処特別分：５００万円 

 

① 入場料等収入 

入場料・参加料収入及び有料頒布する図録・パンフレット等の販売収入をいう。 

ア 申請時に入場料収入を算定する際は、入場見込率を設定席数（複数公演の場合は延べ

席数）の６５％とする。なお、美術館等を会場とする場合は、類似事業の実績等を参考

として算出すること。 

イ チケット販売手数料等は、入場料等収入と相殺せず、経費として計上すること。 

② 事業実施者が指定管理者または特定公益法人で、利用料金制度を採用していない場合 

助成対象事業経費から地方公共団体に帰属する入場料等収入を控除する。 

③ 事業実施者が実行委員会等で、入場料等収入が当該実行委員会等に帰属する場合 

助成対象事業経費（事業実施者が支出する助成要綱別紙１に掲げる助成対象事業に係る直

接経費の財源として申請者が負担する額）から当該入場料等収入を控除する必要はない。 

 

５ 助成に関する手続き 

事業の助成を希望する地方公共団体等は、次に掲げる書類（以下、「助成申請書」という。）

を、助成要綱第５条の規定により提出するものとする。 

（１）助成事業の申請 

① 共通資料（提出部数 ア～エ：紙媒体各１部、電子データ各１部、オ：紙媒体各１部） 

ア 事業申請書（別記様式１－１） 

イ 申請概要書（別記様式１－２） 

ウ 助成対象事業経費の内訳（予定）（別記様式１－３） 

エ 事業概要 

・一般分：別記様式１－４ 

・企画制作力向上特別分：別記様式１－５ 

・地域課題対処特別分：別記様式１－６ 

オ 添付資料 

（ア） 会場パンフレット 

（イ） 会場平面図等（申請事業が公演事業の場合は設定券種別区割入り座席表等） 

（ウ） 申請事業の概要を把握できる企画書・リーフレット等 

（エ） 支出内訳の具体的な積算根拠を明示した資料（任意様式） 

※（ア）及び（イ）については、申請初年度のみ添付 

 

② 必要に応じて提出する資料（提出部数：紙媒体各１部） 

   ア 申請者が特定指定管理者または特定公益法人の場合 
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（ア）副申書（別記様式２） 

（イ）基本財産（当初出資、現基本財産構成等）に関する資料 

   イ 事業実施者が指定管理者の場合 

     指定管理者として指定を受けていることを証する書類 

   ウ 事業実施者が実行委員会等の場合 

（ア） 規約等 

（イ） 実行委員等名簿 

（ウ） 組織体系図 

（エ） 事業計画 

（オ） 予算資料 

 

（２）申請内容の変更（提出部数：紙媒体各１部） 

①  事業変更承認申請書（別記様式３－１） 

②  事業変更の概要（別記様式３－２） 

③  当初申請書類を見え消しで訂正したもの 

 

（３）実績報告 

① 共通資料（提出部数 ア～エ：紙媒体各１部、電子データ各１部、オ：紙媒体各１部） 

ア 実績報告書（別記様式４－１） 

イ 実績概要書（別記様式４－２） 

ウ 助成対象事業経費の内訳（実績）（別記様式４－３） 

エ 助成対象事業経費の明細及び請求書（または領収書）の写しの整理表（別記様式４－

４） 

オ 添付資料 

   （ア）チラシ、ポスター、プログラム、チケット、各種広報媒体の写し、図録、映像等記

録媒体、報告書等成果物、看板等の写真 

（イ）請求書（または領収書）の写し、各費目の具体的な積算根拠を明示した資料（助成

要綱別紙２参照） 

（ウ） アンケートの様式及び集計結果 

（エ） その他参考となる資料 

 

② 必要に応じて提出する資料（提出部数：紙媒体各１部） 

  ア 事業実施者が一般指定管理者の場合 

一般指定管理者に対して申請者が助成対象事業経費として支出した金額を証明できる

書類の写し 

  イ 事業実施者が実行委員会等の場合 

（ア）実行委員会等に対して申請者が助成対象事業経費として支出した金額を証明できる

書類の写し 

   （イ）実行委員会等の収支決算書 

 

（４）提出先 

申請に当たっては、助成要綱第５条の規定により提出を行うものとする。なお、助成決定（内
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定）後の事業内容の変更承認申請及び実績報告については、申請者が直接地域創造に提出するも

のとする。 

①  紙媒体等の郵送物 

〒107-0052 

東京都港区赤坂２－９－１１ オリックス赤坂２丁目ビル９階 

一般財団法人地域創造 総務部 助成担当あて 

②  電子データ 

メールアドレス： josei@jafra.or.jp 

 

６ 助成等の表示 

 助成要綱第６条第１項から第３項の規定により、全ての成果物に、地域創造が助成している旨を

必ず表示すること。なお、地域創造が助成している旨の表示がなかった場合には、事前に地域創造

の承認を得たものを除き、原則として当該成果物の作成にかかった経費は助成対象経費に含めな

いものとする。 

 

７ アンケート調査の実施 

 助成要綱第６条第４項の規定により、アンケート調査を実施すること。なお、アンケート調査を

実施しなかった場合には、地域創造は助成を取り消すことがある。 

 

８ その他 

 この要項に定めのない事項については、地域創造が別に定めるものとする。 


